
   わくや新生活応援補助事業交付要綱 

平成３０年４月１日

涌 谷 町 要 綱 第 ６ 号

（趣旨） 

第１条 町は、人口の減少を抑制し、移住・定住の促進と地域の活性化を図るため、当町

以外に居住する世帯全員が、町内において新たに住宅の取得を行う場合に対し、予算の

範囲内において、わくや新生活応援補助金（以下「補助金」という。）を交付すること

を目的とし、その交付等に関しては、涌谷町補助金等交付規則（昭和５８年涌谷町規則

第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 定住 町内に永続的に住むことを前提に住所を有し、かつ、生活の実態がある

ことをいう。 

（２） 移住 転入前３年以上当町以外の市区町村に記録され、定住の意思をもって当 

町に転入すること。 

（３） 住宅 居住の用に供する面積が、全体の２分の１以上を占めるものをいう。 

（４） 新築 自己の居住の用に供するため、自己又は他人に建築を請け負わせて町内

に新しく住宅を建てることをいう。 

（５） 購入 自己の居住の用に供するため、新築、中古を問わず売買契約によって町

内に住宅を取得することをいう。 

（６） 町内建築業者 町内に事務所又は事業所を有する住宅建設関連事業者であるこ

と。 

（補助基準等） 

第３条 事業の種別は、次のとおりとする。 

（１）移住促進住宅取得補助事業 

２ 補助金の交付対象・基準は、別表のとおりとする。 

３ 申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の対象者としないものとする。 

（１） 申請者若しくは同一の世帯に属する者が町税等の滞納者又は暴力団員である場

合 

（２） 現に居住している町内の住宅を取り壊し、又はその住宅から全ての居住者が転

居し、住宅を新たに建設又は購入した場合  

（３） 前２号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認めた場合  

（交付の申請） 

第４条 規則第４条第１項の申請は、（様式第１号）によるものとし、別表に定めるところ

により町長に提出しなければならない。なお、申請をもって規則第10条に規定する実績



報告があったものとみなす。 

（交付決定の通知） 

第５条 規則第７条の通知は、わくや新生活応援補助金交付決定通知書（様式第３号）に

よるものとする。  

２ 町長は、前項の決定にあたり条件を付すことが出来る。 

３ 交付決定通知により、規則第 11 条の規定による補助金の額の確定があったものとみなす。 

（交付の請求） 

第６条 前条の規定により交付決定を受けた者は、わくや新生活応援補助金交付請求書

（様式第４号）により、町長に請求しなければならない。 

（補助金の交付） 

第７条 町長は前条の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。 

（補助金の返還等） 

第８条 町長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。  

（１） 住宅の取得日から５年以内に、生活の本拠を町外に移すこととなったとき又は

住宅を売却若しくは譲渡したとき。  

（２） 提出した書類に偽りその他不正があったとき。  

（３） 前２号に掲げるもののほか、町長が補助金の返還を相当と認めたとき。  

２ 前項第１号に該当する者で、やむを得ない特別の事由があると町長が認めるときは、

当該補助金の全部又は一部の返還を免除することができる。  

３ 第１項の規程により交付決定を取り消した場合の通知は、わくや新生活応援補助金交

付決定取消（変更）通知書（様式第８号）によるものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則



１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（民間賃貸住宅家賃助成事業の廃止に伴う経過措置） 

２ この要綱の施行の前日までに、民間賃貸住宅家賃助成事業に係る補助金の交付決定を

受けている者については、なお従前の例による。 

 附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

別表(第３条、第４条、第７条関係） 

補助金の種類 （１）移住促進住宅取得補助事業 

補助対象者 次の各項に掲げる要件を全て満たす者とする。 

１ 転入であって、自ら居住の用に供するために当町に住宅を取得したもの

であって、転入後５年を経過していない者。  

２ 申請日の属する年度の前年度において、補助対象者若しくは同一の世帯

に属する者が納付すべき市区町村民税等の滞納がない者。  

３ 補助対象者又は同一の世帯に属する者で暴力団員がいない者。 

補助対象経費 補助対象経費は次のとおりとする。 

１ 住宅本体に要する建築費又は購入費(付帯工事費、土地代金を除く) 

２ 中古住宅の修繕費(居住に必要とされる修繕に限る) 

区分、金額等 補助金の区分、金額等は、次のとおりとする。 

１ 基本補助金 

１件につき補助対象経費の 5％(1,000 円未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てた額)とし、上限 20万円とする。 

２ 加算補助金 

 (1) 子育て世帯加算金 

義務教育以下の子供（妊娠中も含む）が 1人以上含まれており、第 1子

は 10 万円加算、第 2 子は更に 5 万円加算及び第 3 子以降は 5 万円加算と

し、加算上限 20万円とする。 

 (2) 町内建築業加算 

  町内業者が新築、又は中古住宅の修繕を施工した場合 10 万円を加算す

る。 

また、主たる施工が町外業者である場合であっても、下請・部分施工等

加算額以上の工事を受注した場合も対象とする。  

交付の申請 １ 申請時期 転入後５年以内かつ住宅取得後１年を経過していないこと。

２ 添付書類  

 (1) 申請書(様式第 1号) 

 (2) 世帯主氏名及び続柄が記載された転入世帯全員の住民票の写し 

(3) 付近見取図その他の位置図 



(4) 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

(5) 中古住宅の修繕費については契約書又は領収書の写し 

(6) 町内建築業者等が下請・部分施工等をした場合、それを証する契約

書又は領収書の写し 

(7) 市区町村民税等の滞納がないことを証する書類 

(8) 建物の登記事項証明書の写し 

(9) 妊娠中の子育て世帯については母子健康手帳の写し 

(10) その他町長が必要と認める書類 


